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英字紙・誌による明治初期の日本財政論評
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1. はじめに
明治 100年を切掛けとした日本の近代化研究の進展は，多くのすぐれた明治
研究の成果を生み出したが，財政・経済の分野においても例外ではない。この
種の大方の研究がそうであるように，日本の近代化の生成• 発展および挫折の
原因を日本の内的事情に求めることに，もちろん異論をはさむ余地はない。し
かしながら，基本的要因としての内的事情に衝撃を与え変化をもたらすところ
の外的事情を等閑視すれば，物事のヨリ正確な考察は困難である。これを財政
の分野に照らし合わせてみると，例えば，わが国における公式予算の作成とそ
れの公開の起源は， これまで国内の政治的要因のみで説明されて来たけれど
も，当時の対外関係を抜きにしては，それのすべてを語ったとは云えないので
ある。日本の将来性を占う財政の近代化の成否は，欧米諸国の強い関心の的で
あり，またわが国の財政・経済に対する論評を通じて，彼らは日本になんらか
の影響を及ぼしていたのである。この事実に鑑み，拙論では，明治初期におけ
る我が国の主要な財政上の諸問題との関連において，外からの日本財政論ない
し財政観がどういうものであったかを，英字紙・誌，それもイギリス系のそれ
らに現われたものに限って，考察を試みた。
2. 7分利付英貨債の発行と『エコノミスト』
明治 6年 1月14日，ロンドンでわが国の 7分利付英貨債の応募申込み受付業
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務が始まった。 3年前に同じイギリスで募集された 9分利付債に次いで 2回目
の外債発行である。これの起債目的は，前回の鉄道建設資金の調達と異なり，
制度変更のため，即ち明治4年 8月（陰暦7月）1)の廃藩置県に際して士族以下
の者に交付された禄券買上げのための資金調達であった。発行総額は 240万ボ
ンド（邦貨で1,171万2千円），発行価格が100ポンドにつき92.5ポンド，表面利率
が 7バーセント，据置・ 償遠期間が25年，したがって応募者利回りは7.89パー
セントであり，他方，発行者利回りは 8.5バーセント 2)という政府にとっては
予想外にコストの高くついた借金であった。それにもかかわらず，これが日の
目をみるまでに約 1年の歳月を要したのである。
明治 5年 3月26日 (2月18日）に外債募集の渉外役を命じられた吉田清成8)ら
の一行が横浜からアメリカヘ向け出港し，そこでの募集に失敗したのち，ニュ
ーヨーク経由でロンドンに到着したのが同年 6月18日 (5月13日）であったが，
更におよそ半年にわたって，彼らは引受先の選定や発行条件の改善交渉のため
ロンドンをベースに東奔西走したのである。その間，普仏戦争（自明治3年7月
19日至同4年5月10日）およびドイツ帝国の成立（明治4年1月18日）というヨーロ
ッパの政治情勢の激変にもとずく国際金融市場の変動の影警をもろにうけて4),
1)年代の表示はすべて陽暦によったが，必要に応じて括孤の中に陰暦で注記した。
2) ⑫O〕626ページ。なお 7分利付外債発行の経緯については，〔7)を参看せよ。
3)幕末から明治3年にかけて英国のロンドン大学と米国のラトガス大学で経済学を勉強
しただけでなく， ニューヨークおよびハートフォートで「銀行及び保険事務の取扱
方」を実地に学んだ吉田清成 (1845-'91) はこの仕事に打って付けであった。〔33〕
351-3ページおよび〔2釘 192ペー ジ参照。
4)明治5年10月以来，金融逼迫し上昇傾向にあったイングランド銀行の割引率が11月9
日には遂に 7パーセントに引上げられ， 「右様之高利は数年来実に稀に有之事にて，
早晩英国通商上ー大難事出来可致などと」シティ筋で語られていたが，さしもの金利
の騰勢も11月末には止んだので，吉田らは一時中止していた外債募集の仕事に再びと
りかかった。このロンドンにおける金融逼迫の理由として，吉田は， ドイツ帝国が新
貨幣鋳造のためロンドン市場で多量の金地金を求めたことと， ドイツで金銀両本位制
が採用された結果，流通金貨の多くが退蔵されたこと，この2つをあげている。〔25)
136-5ペー ジ。
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現地の金融情勢と本国政府の訓令との間の麒賑の調整に手間どったりしたけれ
ども，やがて吉田らの労苦も実って交渉の妥結に漕ぎ着き，明治6年 1月13日
に募集公告が行われたのであった。
公告の翌日には僅か半日で290万ポンド余りの応募申込みがあり， 16日の 3
時までに申込総額は 915万ポンドにも達した5)。発行価格の決定に際し，シテ
ィ筋の反対を押切っての募集であったにもかかわらず6)' このような予想外の
好成績をあげることができたので，吉田が「我政府之クレヂット光栄を増候」7)
と欣喜したのも尤である。
ところが， 1月18日に突如「エコノミスト」は次のような日本公債の応募反
対の論説を掲載し，日本の英貨債発行に冷水をかけたのである 8)。
「日本公債の応募ー一日本政府は2年前にロンドンの金融市場で100万ボンドの鉄道
公債を募って“金の味を覚えた”が，またもや当該市場に240万ボンドの借手として姿
を見せた。この申入れ自体は驚くにあたらないけれども，諺にもあるように，資源の開
なお，普仏戦争賠償金をめぐる当時の国際金融市場の動向とロンドン金融市場の役
割については，〔30〕が極めて有益である。
5) ⑫5〕170ページ。最終的には申込総額は9,664,900ボンドであった。
・6) 7分利付英貨債の募集にあたって，その発行価格を92ボンド10シリングとすることに
シンジケートから強い反対があったけれども，吉田は譲らず，遂にその価格での発行
に踏みきって成功したが，これについて吉田の顧問G.B.ウィリアムスは，かれの的
確な見通しを称贄している。〔2釘 365ペー ジ。
7) 〔2釘 165,170-1ペー ジ。
-8) 『明治財政史」はこの時の事情を次のように描写している。「此公債ノ募集ヲ行ヒク
ル当時ハ我国ノ信用末夕外国市場二普カラサリシカ故＝論難百出頗ル喧器ヲ極メ就中
倫敦経済雑誌ノ如キハ痛ク日本政府経済ノ分明ナラスシテ新募公債ノ目的不定ナル等
ノ論説ヲ掲ケ与論ヲ迷ハシメタルニ由リ募集ノ事一時困難ノ状況ヲ呈シタリ……」
〔2〇〕 624ペー ジ。
なお，この反対論は〔4幻 pp.60-1. の 'BusinessNotes'で行われたものである
が，吉田はこれの訳を彼の日記に書いている。〔2釘 172ペー ジ。
吉田の訳はそれ自体極めてすぐれたものであるけれども，今日からみて文体やテク
ニカル・タームの点で若干問題があり，またこの論説は拙論の展開のベースとなるも
のであるので，あえて拙訳を掲示しておいた。
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発を求める新興諸国の借入れが不幸な結果を招くことはこれまで度び度び証明されて来
た。同様にそれが貸手にも不幸な結果を招きははしないかと危惧する次第である。
第1の反対理由は，日本に対するものであって，日本の財政について全く知らされて
いないことである。確かにこの国で詳細な国家会計が公表され，そのなかで日本の歳入
は黒字であるとされているけれども，近時日本の最も信頼できる筋から得た確実な情報
によると，公表された会計が不正確であることは勿論のこと， 日本政府自身現今の財政
状態について何もわかっていないそうである。日本には所謂“大名”の会計が各自独立
して維持されて来たという事実があり，そこから混乱が生じているために，少くともあ
バ9ンス・シー ト
と1年待たなければ，正確な歳計表を作成することは出来ないであろう。これこそわれ
われが自信をもって読者に提供できる信頼度の高い情報である。そしてわれわれは，っ
まるところ，このような状態にある政府，とりわけ金融市場に不慣れな政府が募集を申
出ていることに驚きの念を示めさずにはいられないのである。
第2の反対理由は，現行の提案そのものに対してであるが，それの口実が極めてあい
まいなことである。公債収入は日本の歳入に対してあいまいな形で負担となっているも
のの弁済にあてられるとしか知らされていない。その費用がどういうものであるのか，
また8バーセントの公債を発行してそれを弁済する方がこれまで通りの方法で，その費
用を負担し続けるよりも日本政府にとってなぜ安上りになるのか，これらの疑問をあき
らかにするための詳しい説明すら行われていない。肝心な説明がなされていたならば，
日本財政はもう少し明瞭になっていたであろう。したがって，隠しごとをしているから
多くの疑惑が生れるのである。そのうえ，公債の保証にそのような費用を担保にすると
いう提案は，“公債証書” を無価値にしてしまうことなので， それに対して非難の出る
のは避けがたいことである。
しかしながら，最後の反対理由は，日本に対するものであって，日本の人民と政府な
らびにその政治上の性格についてわれわれの知識が欠けていることである。日本人にな
んらかの長所のあることは周知の通りであるけれども，他の東洋人と同様，日本人も西
洋人と本質的に異っており，その差異を認めたうえで，なおかつ日本の文明が進歩し，
そして政治の性格が信頼できるようになり，安心して資金の貸付を認めることができる
かどうかを知るには，結局あと数年の経験によらざるを得ないのである。これまでのと
ころ，われわれが実際に知っているのは次のようなことにすぎない。すなわち， 日本人
は近時非常に激しい変革を体験したが，革命はいまだに危機的段階を脱していないにも
かかわらず，彼らは進んでヨーロッパの事物をとり入れているので，われわれの目がご
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まかされているのである。しかしこのような状態にある国はわれわれが安心して金を貸
すことのできる国ではない。そういう事実に目をふさいではならない。もしもイギリス
のなんらかの慣習の中で，財政の窮迫した日本にこれ以上有害なものはないと思われる
ものを示すことができるとすれば，それは安易な借入れであろう。日本が西欧の金融市
場で出来ることと云えば，これ以外にない。日本の大蔵省の高官連は重大な誘惑にさら
されている。彼らが誘惑にはまって国内でも決着のついていない国家目的のために高い
利子率の債務を日本に背負いこませるならば，行きつくところは日本政府の破産しかな
い。 そして同じ安易な道を歩んだ政府の例は他にも山ほどある。いまや日本に金を貸
そうとしない人こそその最良の友である。」
『エコノミスト」は日本外債の応募反対論の第 1の根拠に日本財政事情の不
明確なことを挙げている。明治政府が生誕してから僅か数年しか経ず，しかも
会計制度の充分に整備されていない当時において，明確な財政報告を求めるこ
と自体無理な要求と思われるけれども，今回の外債募集が自力によるものであ
る限りは，応募者に対する参考資料として，出来るだけその要望に応えるのは
当然であろう。事実吉田らは外債募集行脚の最初の訪問国アメリカで，関係者
に日本の財政・ 経済事情の説明を行っている9)。またイギリスにおいても同様
の説明が行われたであろうことは充分に推察できる。
ところで，維新以後の日本財政事情がイギリスに伝えられたのは，明治 3年
5月16日 (4月16日）の『ロンドン・クイムズ』の記事が最初のものと思われ
る。ニューヨーク 5月14日発のロイクー電を転載したこの記事は，日本関係の
2, 3の短信，例えば明治3年 2月26日に勃発した萩藩の諸隊脱隊騒動の鎮圧
成功のニューズなどと共に，「サンフランシスコ経由で受信し，ニューヨークの
諸紙に掲載された日本の最新情報によると，日本の本年度予算に250万ポンド
の赤字が出た」と，わが国の財政事情をごく簡単に紹介している10)。このよう
に日本の財政事情が西欧へはじめて伝えられたのはアメリカを経由してであっ
9) 〔お〕 60, 259ページ。
10)⑮〇〕 p. 7。
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たが， これは西欧財政学の日本べの導入径路の丁度逆を辿るものである11)。
さて，『エコノミス凡lが指摘し文いる；ィギリスで既に公表された「詳細な
国家会計」とはどうい＇うものであろうか。わが国では「未夕会計之道充分整頓
ニ至らず，歳入出之多寡を外人ハ勿論我国人すら知るもの僅二有之」（明治5年
8 月 25 日付，西郷・大隈• 井上宛吉田書簡）1りと吉田が歎いていた丁度その頃，明
治 5年9月号の：「フ：ラックウッズ・エディ．ンバラ誌』（以下「ブラックウッド」と
略称）に日本の紹介記事があらわれ，• そのなかでわが国の財政事情にも言及さ
れたが13), イギリスの初代の駐日特派全権公使で日本研究家でもあったオー
ルコック RutherfordAlcock (1809-'97)の目にとまった最初の日本の予算概
要もこれであったようである 14)。
日本の予算表が国内で公開されるよりも前にヨーロッパに知らされていた事
実は15), 後述する大隈の『会計見込表』 （明治6年6月9日公布）のなかでも次
のようにのべられている。「先次倫覧ニテ告知セシ我歳入歳出ノ表，澳国博覧
会二我公使ノ携帯セシ表及今此二掲クルモノト，歳入歳出ノ金額相異ル所以ヲ
弁明セン」16) 。•
'"I 
11)西欧財政学の日本への蒋入径路については〔15〕を参照せよ。
12) ⑫5〕106ペーネ
13) 〔1釘 82-3ベージ。
14) 「1,2年前，あの「プラック:ウッ・ドjにH本財政に関する論説が掲載され， 歳入歳
出全体にわたって詳しく説明が加えられたが；あの資料がどの程度の権威があるのか
私にはわからない。しかしそれと公式の報告書（明治6年にわが国で初めて公開され
た大隈の予算案ニ-引用者）．を較比するとき， そんなに大きな差異はない。」〔38〕
p. 215. 
15)明治2年7月3日(?月24日）に五等官以上の官員が招集され，外交と財政問題につ
いて諮問をうけたとき，同年の「歳入出表」が彼らに提示されたことがある。これを
もって竹越与三郎は，．我が国における予算公開の崩芽とみなしているようであるが，
しかしながら，これは政府部内での予算案の提示という類のものであって，財政民主
主義の必要条件としての予算の公開とは質的に異なるものである。〔3幻 177ペー ジ。
なお，「明治2年歳入出表」については，〔6〕87ページを参照せよ。
16) 〔3釘 181ペー ジ。
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ここで云う「澳国博覧会二我公使ノ携帯セシ表」とは，明治6年5月 1日か
ら11月2日にわたってウィーンで開催された万国博覧会に参加するため，博覧
会派遣副総裁兼伊澳両国の特命弁理公使の佐野常民一行が，明治6年2月25日
に渡欧するに際して持参した澳国博覧会事務局編築「日本帝国記事附維府博覧
会参同記』（以下「ウィーン」報告と略称）のことである17)。その中で，陸海軍・
貿易に関する統計と共に， 明治 4 年の簡単な歳入出表—-Revenus et De-
penses (s~rvice de l'annee 1871.)ー が収録されている（〔4〇〕 p. 35)。歳
入総額65,831,362.16ドルに対して，歳出総額は，臨時費の2,633.764.89ドル
を含め， 62,371,574.64ドル， したがって剰余額は3,459,787.52ドルである。
この歳入出表の年度が第 5期の会計年度（自明治4年10月至同5年12月）と同ーで
あるのか，あるいは暦年を指しているのか明らかでないけれども，決算の数字
と照合したとき，それが少くとも第 4期（自明治3年10月至同4年9月）のもので
ないことだけは確実である。
他方，「先次倫覧ニテ告知セシ我歳入歳出ノ表」とは，「プラックウッド」の
ものを指していることはほぼ間違いない。大隈の「会計見込表』（以下『会計表』
と略称）をとりあげた明治6年6月14日の『ジャパン・ウィークリィ・メイル』
がそれの解説記事のなかで， そのことに触れているからである18)。西欧で公
開されたわが国の予算の会計年度に関する限り，『ウィーン』報告がもっとも旧
い。しかしながら， それの発表の時期は『プラックウッド』報告 theBlack-
wood statementの方が早く，そしてより詳細である。したがってわれわれは
後者を西欧で公開されたわが国最初の予算と称してよいであろう。
17) 「此書ハ……御雇仏人「ヂュプヶJ氏二托シ仏文二翻訳シ出版シクルモノニシテ之ヲ
澳国二携帯シテ各国事務官学士其他ノモノニ頒賦シ大二我国情ヲ知ラシメタルノ効用
ヲ為シタリ」〔21〕附録20ページ。
18) 〔47〕p. 408. 同紙は地租収入の推計について，『ゥィーン」報告と「プラツクゥッド』
報告のそれぞれの数字を比較検討している。
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3. 明治5年の予算と『プラックウッド』
『プラックウッド」報告に示めされた予算はイギリスの貨幣単位で表示され
ているので， いまこれを元の計算単位であるドル即ち円19)に再び換算し直し
て『プラックウッド』の予算と併記したのが第 1表である。そのさい， $1=
（第1表）明治 5 年の予算案
~-~ 
歳 入
田 租
海関税
内国収入（消費税等）
その他
ムロ 計
歳 出
宮内省
外務省
陸軍省
海軍省
開拓使
司法省
文部省
大蔵省
工部省
三府諸県
その他
紙幣製造および造幣諸費
家禄賞典禄
下関事件賠償金残高
英貨債利息
ムロ 計
剰余金
19) 〔2釘 155ペー ジ。
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rat 下ルdAoのにをla換基レca(B)礎算ーtに鯰ト(でしt3dheてド) 
£ $or¥ 
11,444,556 53,856,734 
298,350 1,404,000 
225,675 1,062,000 
260,950 1,228,000 
12,229,531 57,550,734 
113,050 532,000 
112,200 528,000 
1,700,000 8,000,000 
382,500 1,800,000 
418,838 1,971,002 
16,150 76,000 
73,312 344,997 
369,962 1,740,998 
1,763,112 8,296,998 
1,386,987 6,526,998 
452,412 2,128,998 
210,375 990,000 
4,024,112 18,936,998 
318,750 1,500,000 
78,625 370,000 
11,420,385 53,742,989 
809,146 3,807,745 
下如Bンのlをドar基にレ礎換a(ーC)t算に<sトで(しt磁hてボe ）
£ 
11,218,358 
292,453 
221,215 
255,792 
11,987,818 
110,816 
109,982 
1,666,400 
374,940 
410,560 
15,831 
71,863 
362,650 
1,728,265 
1,359,574 
443,470 
206,217 
3,944,577 
312,450 
77,071 
194,666 
793,152 
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4s 3pと $1=4s2pの2通りの為替レートを使って計算した。後者は吉田お
よびオールコックの用いたものである。
さて， 歳入の大宗をなしている地租収入についてであるが， 『プラックウッ
ド」では 1石を平均4.5ドル即ち19シリング 3%ペンスで計算し20), それを総
額1,144万ボンド即ち5,385万ドルと推計している。これに対し，吉田は 1石を
平均4ドル即ち16シリング 8ペンスで計算し，総額10,045,355.403ボンド即ち
48,225,422ドルと推計している21)。他方，地租収入の算出基準である貢米額
については，前者から逆算して，「プラックウッド」は 11,968,163石，吉田は
12,054,908石と推計しているようであるが，明治 6年 7月，地租改正条例発布
の際に政府の概算した貢米額が1,200万石であったことからみて，これらの数
字には大きな間違いはない。しかしながら，第 5期の決算書によると，地租収
入は20,051,917円であって22), 『プラックウッド』および吉田の推計額とくら
ベ，余りにもその差は大きい。この期におけるそのような地租徴収額の不成績
の理由について，決算書は次の 2つをあげ，この期が例外的であったことを強
調している 23)。すなわち， 明治 4年 8月の廃藩置県当初，地方事務が多忙か
つ混乱を極めたため，徴税業務に支障が起り，その結果会計年度中に徴収でき
た額が非常に少なかったこと， そしてこの期の米の価格が極度に安かったこ
20)これは平均をかなり下回るものである。「米価は石あたり 5ドルであったり6.5ドルで
あったり様々 であって， 10ドルになったこともある。」〔位〕 p. 381. 
ちなみに，明治初年から数年間の「東京正米平均相場」の各年平均をみれば，次の
通りである。〔氾〕 905ペー ジ。
年 石あたり 年 石あたり
明治1年 5.98円 明治4年 5.63円
2年 9.02 5年 3.88 
3年 9.20 6年 4.72 
21)吉田の計算では， 10,460,963.192ポンドとなっているが， これは誤りである。〔25〕
159ペー ジ。
泣）〔24〕74ペー ジ。
蕊）〔24〕78ペー ジ。
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と。事実，第6期以降この収入は飛躍的に増加するのである。だが，いかなる
事情があったにしろ，歳入の柱であった地租収入額の推計の誤りが予算を大き
＜狂わせ，それが結果的に不正確な予算という印象を欧米人に抱かせたことに
は変りない。
『プラックウッド」予算の会計年度は1872年即ち明治5年となっているけれ
ども，『ウィーン」予算と同様， それが暦年をしめしているのか， あるいは第
5期のものを指しているのか明らかでない。それにもかかわらず，この予算表
を一目すればわかるように， 80万ポンド（邦貨で380万円）もの剰余をもつ日本
財政の健全さをイギリス国民に印象ずけようとしている様子はあまりにも顕で
ある 24)。『プラックウッド」予算のしめすものと懸け離れ，当時の日本財政が
危機状態に陥入っていたことはまぎれもない事実であった。第5期の決算をみ
れば，それが15カ月という極めて変則的な会計期間であったにしろ，歳入総額
50,445,172円，歳出総額57,730,024円で約720万円の歳入不足をしめしている
のである25)。
予算という事前的計算と決算という事後的計算にこのような著しい喰い違い
のあることは，予算の厳密性を大きく損うものであり，したがって予算として
の意味がないのは勿論のことであるけれども，当時の会計技術水準からみて止
むを得ないところである。また，明治5年の予算作成にあたっては過去の実績
が参考にされたであろう。いま第 1期から第4期まで（自慶応3年12月至明治4
年9月）の決算を参考すれば，第 3期（自明治2年10月至同3年9月）と第 4期は
経常収支で剰余を生じており，また臨時収支を含めた場合には，第 1期から第
4期まですべて歳入超過をしめしている26)。それ故，明治 5年の予算も大な
り小なりこのような数字にもとずいて作成されたであろうから，その作成当初
においては，若干の剰余金が見込まれていたとしてもそれほど不思議ではない
24) 〔1釘 83ページ。
25) 〔24]74ページ。
26) 〔2心 7-47ページ。
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であろう。 だが，これらの事情を考慮に入れてもなお， 「プラックウッド』予
算について，「エコノミスト」ならずとも疑念が残るのである。なぜなら，少
くとも明治 5年に始まった歳入出の調査過程において，早くから歳入欠陥がは
っきりと予測されていたからである27)。
では，なぜ歳入不足がはっきりと指摘されながらも，政府はそれを無視して
誤った予算を，当時世界の政治・経済の中心地ロンドンで「告知」する必要が
あったのであろうか。
先ずそれの一般的背景として，明治 4年12月 1日 (11月12日）から同 6年 9月
13日にかけて実行された岩倉遣外使節の欧米視察旅行をあげなければならな
い。特命全権大使岩倉具視らの一行がアメリカ経由でイギリスヘ渡ったのは翌
年の 8月であったが，極東のー島国からはるばる訪れて来た使節団をイギリス
は温く迎えてくれたものの28), 当の国民の対日知識はせいぜい「アジアのア
ンドラ国」（オー ルコック）29)程度でしかなかったのである。これに対し，維新
政府はかねてより近代化に着手した許りの日本の実情と将来性についてイギリ
27)明治4年8月29日 (7月14日）の廃蕃置県に関する詔書の発布にもとずき，それまで
各藩で分掌されていた国家職能の中央政府への集中化が始まったが，政府による国家
活動の遂行は経費を必要とし，各経費の規模を決めるためには予算を立てなければな
らず，更にそれを確定するには国の歳入出を知ることが必須である。
そこで大蔵省は歳入出の調査を進め，明治5年3月 (2月）にはそれの概算をつか
むことが出来た。かくして同年3月23日，すなわち吉田らが外債募集のため欧米へ旅
立つ直前に，時の大蔵大輔井上馨と吉田は連名で，大久保大蔵卿と伊藤工部大輔の両
人にあてた報告書のなかで次のように財政危機を訴えたのである。〔U〕30ペー ジ。
「歳出入之目算も厚く注意いたし，予め概計ハ出来いたし侯へども，全国一般と相
成候事故，何分精確之調査出来兼侯。右概算にては大に費用収入二超過し困却いたし
侯。（旧蕃々五ケ年平均之歳入を以て較計し， 旧府県之歳入高及雑科之税を合計し，
凡五千百九十一万八千九百四十三両有余之歳入と相成，歳費之予算者，……芳五千三
百八十二万七千三百三十三両有余歳出出二有之，差引百九十万八千三百九十両有余不
足相立可申見込二御座候。）」
28)例えば，明治5年12月5日 (11月5日）には岩倉らはヴィクトリア女王との謁見を許
されている。
29) 〔2〕8〇5ページO
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ス国民，ひいては欧州各国の人民に宣伝し，そこから彼らの対日理解を深め，
日本の国際社会での立場を有利に展開させることが必要であると思慮してい
た。そこで使節の欧米巡歴をきっかけとして行われた「日本発見」のキャンペ
ーンの一翼をになったのが「プラックウッド』の「日本」というテーマの寄稿
論文であったわけだ。この論文が，日本の歴史・文化の紹介から始まり，新生
日本の政治・社会諸制度と財政・経済事情を解説して，遣外使節の目的と意義
の叙述で結んでいるのはそれを物語る何よりの証左であろう 80)。そういう性
格の論文であるうえに， とりわけ「日本の西欧化の成否をきめるところの財
政」81)の分析であれば，なおのこと楽観的見解が意図的に流布されたとしても
決して奇異ではない。
第2に，当時ロンドンで英貨債募集交渉の妥結に苦闘していた吉田らとの関
係も見逃すことはできない。吉田らがイギリスを訪れる前にアメリカでの外債
募集に尽力したことは先にも述ぺたが，その時，吉田らの募集活動に対して，
オリエント・バンクが陰湿な妨害を加えるという事件があった。と云うのは，
今回の募集にあたって，日本政府が， 9分利付外債発行をめぐって生じたトラ
プルの解決に貢献した，政府と関係深いこの銀行を無視したからである。かく
て，同銀行から日本政府の新しい交渉相手カリフォルニヤ銀行へ「識訴」がな
されたのである。日本政府はいわば破産政府であって，予算の目途も立たず，
歳入歳出の見積りもできず，巨額の債務を負っている。こういう財政状態では
たとえ25バーセントの利率であっても，当行で金を貸すのはお断りであるとい
う極めてきびしい内容のものであった82)。
7分利付外債は結局この議訴の張本人であるオリエンタル・バンクが引受け
ることになるのであるが，いかにその陰口が「悉皆詐偽」であったにしても，
噂の出所が日本政府よりも信用の厚かったイギリスの銀行であったので，暫時
30) 〔1釘 87ページ註(2)。
31) 〔4釘 p.380. 
32) 〔2釘 60,261ページ。
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それが欧米での吉田らの募集交渉にかなり大きな影響を及ぽしたであろうこと
は想像に難くない。したがってこのような「議言」を打消すためにも，それに
房わしい日本財政事情の「告知」が必要であった。丁度その頃あらわれた『プ
ラックウッド』報告がまさにその役を演じたのである。
最後に， この報告の執筆者について触れておこう。名は Frederic
Marshal188>, 1839年に生れ34)'1862年ロンドン大学卒， 1870年法学修士，
1884年ー92年法廷弁護士， 1900年に法曹学院評議員に就任， 1910年 8月 1日死
去。『人名録 (1897-1915)』には略歴がこのように記載されているが，しかしな
がら，これのみでは日本との関係は明らかでない。
彼が「お雇い外人」であったのは事実である。明治政府が欧米のあらゆる近
代的諸制度を移植するため，多数のお雇い外人の手を借りたことは周知の通り
であるが，外交関係においては本国政府の「雇」の他に，在外公館にも嘱託と
して雇われた外人が幾人かいた35)。 そしてこの「英人フレテレク・マルシャ
ル」8)も現地採用のお雇い外人のひとりであった。
ところで，マーシャルに関するまとまった日本の文献および資料は，寡聞な
筆者の知る限り，現在のところ見あたらない。そこでフランス駐在日本公使館
に書記官として勤務中彼と親しく交際していたらしい原敬の当時の『日記』を
手がかりに，お雇い外人としてのマーシャルの経歴を摘記してみよう。
パリに日本公使館が創設された当初37)から明治21年 6月30日まで約17年間
33) 〔51)p. 1002. 「日本外交文書」に収録されているマーシャルの報告書には， Frede-
rickと署名されている。例えば〔2心 100ページを参看せよ。
'34)⑮3〕p.475では， 1893年生れとなっているが，これは明らかにミスプリントである。
'35)英氏はレーン（在英公使館），シーボルト（在独公使館），スティーヴンス（在米公使
館）らと共にマーシャルの名をあげている。〔11)16ペー ジ。
36) 〔17〕切ペー ジ。
37)わが国の公使館がパリに設置され，初代公使に鮫島が任命されたのが明治3年11月24
日，そして彼がイギリス経由でフランスヘ着任したのは明治4年7月である。（〔10〕
75ペー ジ，〔18〕れ〇ペー ジ。） したがって， 公使館が実質上機能しはじめたこの頃に
マーシャルは現地採用されたものと推測される。『原敬日記」の明治19年7月28日の
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の長きにわたってas), 鮫島尚信• 井田譲・蜂須賀茂詔• 田中不二磨の各特命
全権公使の下で働いたマーシャルは， 「元とテレグラフ新聞の通信記者」で，
「文章に巧にして且つ仏語は仏人と異る所」がなかったので） 89, 主としてフラ
ンス外務省との事務折衝や仏文公書の作成の役を担当していたようである40)。
しかしながら，彼はこの職務範囲を逸脱し，蜂須賀公使時代にはしばしば公使
の頭越しに日本政府の高官と直接交渉をもったが故に，公使の機嫌を損じ， 2 
人の不仲が伝えられたことがある。これを心配した当時の外務卿井上馨が，原
敬のフランス赴任（明治18年10月13日）に際して，「マルシャル・・・とは互に旧事の
事を打捨て懇親ならん事を要す，此事は大に政略にも関係を有する事なり」41)
という蜂須賀への訓令を彼にさずけたのも，このような「お雇い外人」の本来
の目的が， 「条約改正に関する情報の蒐集や日本提案の説明等に当らしめ」 る
事にあり，明治外交の最優先課題であった条約改正に彼らが欠かせぬ存在であ
ったからである 42)。外交官としての彼の最も活躍した時期が，皮肉にもこの
蜂須賀公使時代であったことは，明治15・16年の外交記録を収録した「日本外
交文書」の第15・16巻に彼の名がしばしば出て来ることからもよくわかる。
彼の日本に対する関心は外交だけでなく，財政・経済にも向けられていたよ
うである。明治19年 1月より政府紙幣と銀貨の兒換に着手するという太政官布
欄に， 「公使館雇（名誉参事官）英人マルシャル奉職十五年なりとて余等を晩餐に招
く」（〔訟〕 94ページ。）とあるのは，それを襄付けるものではなかろうか。
38) 『原敬日記』同年6月30日の欄に， 「公使館雇マルシャル本日を以て職務解任となれ
り」とある。〔認〕 131ペー ジ。
39) 〔認〕 128ページ。
40) 〔認〕 83ページ。なお 2代目の井田公使の井上外務卿宛の公文書（明治14年12月23日
付）には次のようにマーシャルの職務が記されている。〔8〕208ページ。
「公書ヲ大別スルニ甲ハ国文ノ往復書翰報告等乙ノヽ欧文ノ書類報告害覚害等二有之
欧文ノ分ハ当府へ公館設立以来十年間ノ間重モニ『マルシャル」ノ筆セシ行政経済交
際等ノ事柄ニテ拙者ニモ時々致参考候処大ヒニ要用ノ書類二有之候」。
41) 〔認〕 69ページ。
42) 〔11)16ページ。
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告（明治18年6月6日）を伝え聞いたマーシャルが早速大蔵卿松方正義に私信（明
治18年7月30日付）を送り， この大事業の遂行者である松方に「祝意ヲ奉ケ」，
日本財政の発展と日本の対外信用の上昇を予言している43)。
彼は外交官としての仕事のかたわら，著述活動にも精を出していた。彼の寄
稿先は，イギリスに限れば，「プラックウッド』が主であり，他に『フォート
ナイトリィ・レヴィユ」 TheFortnightly Review, 『ナイティーンス・センチ
ュリィ』 TheNineteenth Centuryであった“％寄稿文の題材は大部分彼の
長らく住んでいたフランスの家庭生活から政治まで極めて多岐にわたっている
が，とくに旅行記が彼のお得意であったようである。彼の著述活動は明治15年
から20年にかけて一時休止している。これはその頃の彼の外交官活動の多忙さ
を裏付けるものでもある。
日本に関する彼の論文は，例の明治5年 9月号の『プラックウッド」のもの
と，公使館退職後に「元外交官」という署名で同じ雑誌の明治27年12月号に発
表した「日本の国情」の 2つだけである45)。彼が日本を訪問したことがある
かどうか，現在のところ明らかではないけれども，彼のもっていた日本に関
する情報や知識のソース，そしてそれらの信頼度が「在仏日本公使館名誉参事
官」46)という彼の肩書を抜きにして語ることはできない。
『原敬日記』には，明治22年 2月 5日の「マルシャル目下プライトンに居住
せり」47)という短い文を最後に，彼の名は再びあらわれない。
43) ⑫3〕637ペー ジ。
44) 〔51)pp. 1001-2および〔5幻 p.1006. 
45) 『プラックウッド」の日本に対する関心は，当時の他の有力雑誌にくらべてかなり高
く，維新前にはオズボーンSherardOsborn (1822-'75)やオリファント Laurence
Oliphant (1829-'88)らが「日本航海記」や幕末の政治論評などを寄稿している。
cf. ⑮1〕〔52〕．
46) 〔1幻 69,94ペー ジ。
47) 〔12)138ペー ジ。
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4. 「予算の公開」と対外関係
明治 5年12月初旬， ヨーロッパの金融市場を揺がした金利の騰勢もおさま
り，吉田らが一時中断していた外債募集活動を再開し始めた頃，彼のもとへ井
上大蔵大輔から 1通の書状が送付されて来た。外債募集に関する指示と共に，
国内情勢をしたためたこの11月22日(10月22日）付書簡のなかで，井上は，目下
明治 5年度（第5期）歳計の決算にとりかかっているが，赤字はどうにか1,300
万円以内に留まりそうであること，また次年度予算（陰暦自明治5年10月至同6年
9月）の概算もできあがり， その規模は歳入4,000万円，歳出 4,600万円で，
600万円の赤字が出そうであることを伝え，経費節減を中心に何とかやりくり
して困難な時期を切り抜ける覚悟であると，自己の所信を打ち明け，加えてそ
の予算案を先月正院へ提出したこと，それが正院での内定後近々政府部内に告
示される予定であることも記している48)。
ところが，井上の思惑通りには事が運ばなかったのである。この書状の送付
された 2週間後の12月5日に，井上と正院の意見は真正面から衝突してしまっ
た。すなわち，明治 5年10月末， 6年度予算の作成にあたって， 陸軍は 1,000
万円，海軍・文部がそれぞれ200万円，司法が約100万円等々，各省から概算要
求が出されたが，井上は陸海軍の要求額をほぼ承認した以外，他省の要求を殆
んど半額に削減したのである。そのため各省の復活要求の動きはすさまじく，
とりわけ司法行政の整備拡充を企図する司法省（江藤新平卿）， 新教育令にもと
ずき教育制度の充実をめざす文部省（大木喬任卿）．更に交通体系の実現に意欲
を燃やす工部省（山尾庸三卿）等は激しく井上と対立し，予算獲得をめぐる彼ら
の確執の和解はいまや絶望的となった49)。井上が在欧中の木戸孝允へ「八方
48) 〔25)329ペー ジ。
49) 〔14)527-37ページおよび〔泣〕 460-3ペー ジ。
要求額の96万5千円が45万円に削られたため，江藤が寵接井上のもとへ掛け合いに
行ったけれども，井上ににべも無く断わられ，激怒した江藤との間にかわされた財政
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敵中二坐スルノ思」（明治6年1月22日付）50)と書き送ったのも丁度その頃のこと
である。
「財政の困難も左ることながら，当局者の措画如何に依りては，••…•急務に要
すべき経費を支出し能はざる程にもあらず」51)との考えを抱いていた大隈重信
は，政府部内の混乱をおさめるため，ひそかに歳入出の調査を行うと共に52),
明治 6年5月2日太政官職を改正して財政上の重要な権限を大蔵省から正院に
移し，各省の要求額を調整した。そして井上の歳入見込みが過少見積りである
ことを知った大隈は，井上案を増額修正し，復活強硬派の文部・エ部・司法の
明治6年度における各省への予算配分額 （単位円）
外 務 省 Foreign Office 168,700. 
大 蔵 省 Finance Department 893,499. 
陸 軍 省 War Department 8,000,000. 
海 軍 省 Naval Department 1,800,000. 
文 部 省 Department of Education 1,300,000. 
教 部 省 Department of Religion 50,000. 
工 部 省 Public Works 2,900,000. 
司 法 省 Department of Justice 630,000. 
宮 内 省 The Imperial House 643,552.609 
開 拓 使 The Yezo Colonisation Department 1,177,312.50 
出所：〔3釘 183-4ペー ジ。
論争は，司馬遼太郎の『歳月」などにも引用されているので，よく知られている。
「国家の財政は歳入に応じて歳出を塩梅すべきである。それ故如何に司法省の新施
設が，それぞれ至当の理拠を備へようとも，無い袖は振れぬ。国家経済の上からどう
も致方ない」と冷た＜居直る井上に対して，江藤は鋭く斬りつける。「足下の所謂経済
は経済ではない。経済とは経世済民の意だ。国家の政務は今少し大処高所から着眼し
て決しなければならぬ。足下の所謂経済は唯目先の小さな算盤勘定にすぎぬ。」 (22〕
463ペー ジ。
この論議は脆弱な財政基盤に立った新興国家が近代化を達成するに際し，つねに随
伴する「財政のあり方」をめぐって相対立する 2つの思想を端的にしめすものとして
極めて興味深い。
印） 〔M〕523ページ。
印） 〔5〕446ペー ジ。
52) 〔22)477ページ。
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各省の最低要求限度額を承認したのである。かくして，各省の予算配分額は正
院で次のように決定され，大蔵省はそれの同意を求められたのである。
しかしながら，井上らはこの提案をどうしても呑むことができなかった。彼
の考えによると，このままでは3, 4年のうちに国家財政は行き詰り，政府の
信用失墜は時間の問題であったからである58)。
自分たちの思想の体現化された 6年度予算を完全に無視されて，井上と三等
出仕渋沢栄ーは袂を連ね 5月3日に辞表を提出したのち， 7日に危機に直面し
ているわが国財政の実情を訴え，今後の財政のあり方について建白した『財政
改革に関する奏議」を正院に上呈すると同時に，誤った政府の方針を広く世間
にしらせるため紙幣頭芳川顕正の勧めにより 5公）， それを新聞に公表したので
ある。
儒者那珂通高の筆になる55)この政府批判の書の要旨をいま現代風に書き直
せばこうである56)。
わが国が先進欧米諸国に追いつくために近代化を達成しなければならないの
53) 「元来国カヲ不計事業創立スルハ日本人之弊風ニテ，其理ヲ論ズレバ人情悸戻シ，黙
従スレバ会計之目的不達ノミナラズ，邦家衰滅二関シ，如何程開化スルトモ用ユル所
無之様相考へ申侯。…•••実二此形容ニテハ三四年之内，会計之窮迫自今懸念至極二御
座侯。併公債利足其他年々借銀等二関スル払方遅延スル様有之候ハバ，政府之信ハ最
早地墜再不可救二至リ可申侯。」〔U〕520ペー ジ。
明治5年7月15日 (6月10日）に木戸へ書き送ったこの手紙の内容から，彼の国家
財政思想や財政事情の認識の度合を知ることができる。
なお，原田三喜雄教授は，その労作のなかで正院と井上の対立を「統一国庫制度の
成立過程における予算決算制度の実施をめぐる大蔵省と各行政機関との対立」として
把握しておられるが（〔認〕 65ページ），筆者には，そのような財務行政に関する見解
の相違としてよりも，もっと根本的な見解，すなわち国家財政のあり方に関する意見
の対立としてとらえる方がよいのではないかと思われる。
54) 〔蕊〕 755-6ペー ジ。 なお，那珂通高は号を梧楼と云い， 初め江幡五郎と称してい
た。「大蔵省に官し， 文部省に遷り榊原琴洲等と古事類苑を修し， 未だ成らずして卒
す，時に明治8年また日＜明治12年5月1日，年52なり。」〔3)1871ペー ジ。
55) 〔お〕 756ペー ジ。
56) 〔36〕訂6-181ペー ジ。
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は当然のことであるが，しかしそのやり方に問題がある。今日政府は近代化の
達成を急ぐあまり人民に負担をかけすぎているが，それは誤りである。人民の
経済力の充実をはかりながら，それと均衡のとれた近代化を徐々に行うべきで
あって，今日のように急激にそれを成就しようとすれば，どうしても民間経済
部門に無理が生じ，人民はやがて負担の重圧に耐えかね，近代化から脱落して
行くであろう。今の調子で進めば，制度は欧米諸国に劣らないほど立派なもの
ができても，他方で人民は貧困にあえぐという状態が生じかねない。そのよう
になれば，折角の維新の目的を達成する前に，国家は崩壊の危機に陥る可能性
がないとは決して云えない。政府はこれまで近代化のために莫大な費用を使っ
てきたが，今年 1年をみても，それに要する経費は約5,000万円にも及び，こ
れに対して歳入は4,000万円にしかならず，したがって差引1,000万円の赤字が
生じることになる。これに加えて，維新以来の各種紙幣を含めたあらゆる債務
を合計すると，政府の債務残高は14,000万円にも達している。早くこの債務を
償却し，一旦緩急あるときに備えなければならないのに，現在政府は債務の増
加を一向に心配している様子もなく，もっぱら政府の仕事の拡張に精を出して
いる。この費用を調達するため，政府は租税負担率を欧米並にするようもくろ
んでいるけれども，それは政体や人民の性格等国情の差異を無視した暴論であ
る。近代化がすすむにつれて人民が零落するのであれば，何のための近代化で
あろうか。それ故，今後政府活動を行うには， 国力と人民の実情を考慮に入
れ，それに適した規模を決めるべきである。
その際の原則は，欧米諸国で採用されている量出制入ではなくて，少くとも
わが国の現段階では， （家計と同じ）量入制出でなければならぬ。すなわち，経
費を節減し，歳入総額が決まれば経費総額をその範囲におさめ，各経費には優
先順位をつけて規模を確定し，それが決まったのちは経費超過を認めることな
く，また不用の債務を減らして均衡財政を達成することが必要である。租税負
担の分配にあたっては，多数の人の意見を徴し，そこから理にかなった方法を
採りあげ，かくして民間経済部門を無視した政府活動の拡大は避けるべきであ
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る。 このような方針をもってすれば，人民も政府の考えを理解するようにな
り，彼らは進んで富の増進に励み，政府と協力して近代化の達成に努めるよう
になるであろうから，政府は人民にそういう気を起させるよう暫時民間経済部
門の充実を待つべきである。
このような内容の『奏議」の全文もしくは抜宰を掲載したのは，『新聞雑誌』
『郵便報知新聞』『東京日々新聞』『日要新聞』『日新真事誌』であったが57),
このうち「郵便報知新聞』と「日要新聞』を除いた他の新聞は，地方行政団体
への配布用として大蔵省によって買上げられていたので，この情報は中央だけ
でなく，いち早く全国の府県べ流布し，そのためこれが朝野の論議沸湧のもと
となった。とりわけ， 『日新真事誌』は英人ジャーナリスト，プラック J.R. 
Blackの経営になるものであり，従ってこれに『奏議』が掲載されれば，海外
にその情報が伝播するのは勿論のこと，諸外国の日本財政に対する疑惑の生じ
る恐れもでてきた。そこで政府は 5月28日外務省を通じて各国の駐日公使に事
情説明を行ったほどである 58)。 このことから日本政府の最も恐れたものは日
本財政に対する国内の批判よりも外国の疑惑であったと云えよう。
さて，井上らの辞任に伴い， 5月9日急拠大蔵省事務総裁に任命された大隈
重信は，今一度明治 6年度予算を洗い直おさせ，その結果を『明治 6年歳入出
見込会計表」 （自明治6年1月至同年12月）としてまとめあげ，『奏議』によって
生じた内外人民のわが国財政に対する疑念を解き，この問題に関する世評に終
止符をうつため，それを 6月9日に公布したのである。かくして， 「正確な歳
計表」の作成は，かの『エコノミスト』の予測よりも半年早くわが国に姿を見
せたのである。勿論，渋沢の後任で租税寮頭であった陸奥宗光の手になるこの
『会計表」は， 「単二明治六年度ノ収支ヲ概算シタルニ止マリ」59), およそ近
57) ⑫8〕748ページ。なお『世外井上公伝』には， 他に「横浜の外字新聞」が付け加え
られているが，この点については未調査である。〔14]569ページ。
58) ⑫8〕755ページ。
59) 〔1釘 139ページ。
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代的予算の形式および内容をもったものではないけれども，自来政府は年々こ
の方法を踏襲するようになったので，それが我が国における歳計予算制度の起
源であり，それの必要条件のひとつである予算の公開の始まりとみなされてい
ることはよく知られている。このようにいまだ立憲政体でなかった当時のわが
国で予算の公開が， 「特別の美政」60)として， また「行政官的学者」阪谷芳郎
がその『予算論』で指摘しているように， 「一，二の政治家の争から発達して
来た……珍しい事実」61)としてしか識者の目に映じなかったのも不思議ではな
??
周知の通り，欧米ではアンシャン・レジューム末期のフランスの大蔵大臣ネ
ッケール JacquesNeckerによって行われた 1781年1月の『財政報告書』の
公表を予算公開の嘴矢とみなされているが，しかしそれは同時にあの血なまぐ
さいフランス革命の前奏となったのである。またイギリスでは， 1688年の名誉
革命以来，予算の公開は建前として認められていたけれども，それが恒常的に
行われるようになったのは1802年からであり，しかもそれは議会内での公開に
限られていた。予算がその審議過程とともに国民全体に対して公表されるよう
になったのは， やっと1834年からであった62)。 このように欧米で予算公開の
原則が生成・確立するまでには，流血の騒ぎがあって憲法ができ，その中で予
算の公開が法的に保障されるという経過を辿るのが通例であった。
これに対して，我が国では，たとえそれが先進国の後進国に対する歴史的・
社会的外部効果によるものであったにしろ，平和裡のうちに上から与えられ，
そして予算制度全体のなかでそれのみが先走り，しかも短時日のうちに確立さ
れるという特異性をもっているのは紛れもない事実である。しかしながら，そ
れが一部外からのインパクトによるものであることを無視することはできな
い。それだけでなく，予算公開の原則が，財政状況の報告の義務と相まって国
60) 〔3釘 185ペー ジ。
61) 〔蕊〕 760ペー ジ。
62) 〔切〕 117-8ペー ジ。
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民の財政に対する事前監督を実現するものである限り 63)1 欧米の人民と類似
の歴史的体験を有しない我が国において，それが単なる飾り物の役割りしか果
さなかったことは，その後の歴史がこれをはっきりと物語っている。
5. 明治6年度予算と英字紙・誌
大隈の『会計表』が 6月9日（月曜日）に公布されるや，在日外国人にも大き
な反響を呼んだ。『ジャパン・ガゼット』 TheJapan Gazette, 『ジャパン・メ
イル」 TheJapan Mailと共に，在日三大英字紙のひとつで新政府に批判的な
『ジャパン、ヘラルド』 TheJapan Heraldは早々とこれをとり挙げ厳しい論
評を加えたようであるい）。少し遅れて，『ヘラルド』と対立していた『ジャパ
ン・メイル』の国内向け週刊紙『ジャパン・ウィークリィ・メイル』は 6月14
日（土曜日）号に「今週の大事件」として大隈の財政報告theFinancial State-
mentに関する記事を掲載した。
わが国最初の外債発行と密接な関係のあるレイ HoratioNelson Layらに
より明治 3年 1月22日（明治2年12月22日）に発行された海外向け英字新聞『ジ
ャパン・メイル」刊行の動機が， 「海外の対日投資意欲をそそるためには，新
興日本の状態を有利に説明し，進歩の状況を紹介する新聞を刊行すれば有利」
と云う考えによるものであったから，勢いこの新聞は日本およびその政府に対
し常に好意的であった65)。こういう事情を考慮に入れて，『ジャパン・ウィー
クリィ・メイル』の『会計表』に関する論評をとりあげてみよう 66)。
同紙はこの記事を14日と21日の 2回にわけて連載しているが， 14日のそれは
『会計表」＿以下の第 2表(A)がそれである。但し後述する『エコノミスト』
所収の(C)との対照上，後者にあわせて簡略化してある。一ーとそれに対するコ
63) 〔訊〕 73ページ。
6心〔48〕pp, 436-7. 
邸）〔4〕434-5ページ。
66) 〔47〕pp, 407一1.
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メントをのせ， 21日には「ヘラルド」の大隈案批判に対する反論を掲げてい
る。
先ず『会計表』公開の切掛をつくった井上らの行為を批判し，彼らの『奏議』
に歳入見積額の重大な見落し，債務の過大視という欠陥のあることを指摘する
と共に， 『会計表』の性格について，大旨穏当であると評している。それのひ
とつの証拠に，地租収入の積算基準である平均米価のとり方をあげているが，
通常平均米価は 1石4円とされており，井上らはこれを2.75円とおいたのに対
し，大隈案では 3円とみているけれども， 4円では高すぎ， 2.75円では低すぎ
るので， 3円がほぽ妥当なところである。従ってそのような積算基準によって
推計された地租収入額約4,026万円は，『ウィーン』報告の59,363,625円や『プ
ラックウッド』報告の6,300万円と比較してかなり信頼のおける数値である 87)。
また「汽車電信ノ収入」・を年額20万円に見積っているのも穏当であると。
他方歳出面をみれば， 旧大名・武士に対する年金の「貫属家禄賞典米」約
1,260万円は年々減らすことが可能であり，「イギリスで最近発行された公債の
目的をわれわれが正しく理解すれば，公債が一部年金請求権の消滅にあてられ
るので，遠からずそれは大幅に削減されるであろう。」また「各省使府県」費
については，分析方法をもっていないけれども， 少くとも「開拓使」の約 117
万円のうち，函館と札幌を結ぶ費用は，かつて支弁されたものであるので，こ
デパートメンツ
れも将来削減可能である。「しかしながら，行政機関なるものは，一度新設さ
テレブ，，，
れると，大蔵省に対する要求を年々増やすという望ましくない傾向がある」の
で， 「開拓使」の経費が次年度から減るなどと楽観しているわけではない。
「米英仏澳公使館」費約 9万円の必要性につき外国人が意見をのべるのはやや
デリケートな問題であるが，実用目的という点からみると，欧州に駐在する公
67)この数字は筆者による計算値と約900万円の差がある。『プラックウッド」では 1石を
4.5円として地租収入を算出しているので，これから逆算すれば，貢米額は1,400万石
となる。 なお，決算報告からみて．， 少くとも地租収入に関する限り，『ウィーン』報
告がそれの実収入額に最も近い。
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使は 1人で十分であり，公使を交替することによって多くの費用が節約でき
る。「日本の情報を欧州に伝播することは現に必要とされているところである
けれども，費用のかかる公使派遣によってこれが果されるわけではないのであ
る。」岩倉遣外使節や澳国博覧会の費用は臨時的なものであるから， われわれ
はそれを惜しむ気はない。このように歳入歳出両面にわたって問題点をいくつ
か指摘しながらも，『会計表』を極めて好意的に論評している。
それでは，外国人は『会計表』をどのように受けとめ，どの程度信頼してい
るのか，そしてそれがどのような効果を生んでいるのであろうか。
「この点において，われわれは日本人に・・・・・・はっきり云わなければならない
が，世界はそれの真実性，恐らくそれの正確性に大きな懐疑の念を抱いている
であろう」と。井上らの体制下で，従ってまた事実上政府公認の形で対外的に
発表された「ウィーン』報告と「プラックウッド』報告は日本財政の健全さを
認いながら，他方でその当人達が日本の信用を根底からゆさぶるような『奏
議』を公表しているのであるから，日本の大蔵大臣は全くいい加減なことがで
きるのだと自ら宣言しているようなものであり，そのような大蔵大臣の言説を
信じよと云われても， それはもともと無理な話である。それ故， 「今回の財政
報告書が，いかに正しくても，政府の信用を回復することは難しいのではなか
ろうか。」
しかしながら，同紙は，井上らの行為が「母への愛情を装い，それに隠れて
行った子供の母親殺しと全く変らない」と彼らを厳しく指弾すると共に，彼ら
の日本財政危機論を間接証明法で論破しようと努めている。即ち，ここ 3, 4 
年間毎年1,000万円の赤字を出し，現在の債務残高が14,000万円に達している
という井上の指摘をとらえ，もし井上の云うように国家財政が崩壊の寸前であ
れば，豊かなヨーロッパ諸国ならいざ知らず，現在の日本では，国家機構が完
全にストップする筈である。それにもかかわらず，治安はさして乱れておら
ず，経済も比較的うまく運営されており，国防組織も正常である。大隈の『会
計表』はこの実状と合致し，井上の『奏議」はこの実状と喰い違っている。こ
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こから結論として，『会計表」は「完全に正しいかどうかは別として， まずも
って穏当であり，良心的で信じるに足るものである。」
『ジャパン・ウィークリィ・メイル」の大隈案支持，井上非難の論調が，上
記のように客観的根拠にもとずくものでなく，極めて心情的であるのは，同紙
の性格によるところが大きいと云えよう。次に， 「商佑の仲間にて最英敏なる
人の目に触るる」68)ところの「エコノミスト」（明治6年8月30日号）による『会
計表』論評をみてみよう 69)。「日本の予算」という見出しをつけた同誌の「会
計表』批判は極めて辛辣である。
「ロンドン・タイムズ」掲載の『会計表』70) (第2表c欄参照）を引用した
『エコノミスト」は，日本で最初の公式予算生成の由来について簡単に触れた
のち，推定人口3,000万71)の日本と同じ東洋の国インドと比較して次のように
のべている。「日本人はインド人よりも多く負担させられている。同じ割合で
もってすれば，インドの場合，財政規模は5,000万ポンドはおろか約7,200万ポ
ンドにもなるであろう。そして日本人の大多数がインドの一般大衆にくらべ僅
かでも豊かであるとは考えられない。われわれは，インド人の窮迫した生活状
態やそこでの増税のむずかしさをよく知っているので，日本の財政が最良の状
態にあることを示めす上記の数字をみて，すぐ思い浮ぶのは，それだけの収入
を調達しようとしても，恐らく無理であろうし，また見積りに粉飾がなされて
いるに違いないと云うことである。したがって日本には余裕がないのである。」
このように，黒字の存在を誇示する『会計表』にはっきりと不信の念を表明
している。そして，本当に歳入剰余があるのであれば，日本はわざわざロンド
ンで公債を発行する必要などなかったのではないか，と皮肉ったのち，日本の
場合，歳出のなかで，制度変更目的を有する移転的支出の割合が高いので，安
68) 〔25)173ペー ジ。
69) 〔岱〕 p. 1050. 
70)同表を掲載した「クイムズ」の記事は， 目下調査中であるが，いまだに発見できない
でいる。
71)当時の人口は約3,300万人であった。〔18)839ペー ジ。
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心して外国から借金を重ねることが出来る筈はない。それ故，「われわれは日本
が既にその限度を超えたのではないかと云う疑惑をもっているのである」と。
『エコノミスト」のこの『会計表』不信論に約 1年ばかり遅れて， 『クォー
タリィ・レヴィユ」 （明治7年7月号）にオールコックの書評論文「日本一一・過
去と現在」が掲載されたが，そのなかで彼は「会計表』に言及している72)。
オールコックは，『会計表」公開の意図が極めて政治的であることを認めつ
つ次のように論じている。ヨーロッパ諸国では，お金が生活の基盤であり，そ
れは日本でも同じであるが，このお金の問題をはっきりさせることは非常に重
要である。それ故，大蔵省の高官が， 「財政ハ皇国安危ノ関係スル所荀モ其当
ヲ誤レハ不測ノ患害ヲ醸スコト弾指ノ間ニアルヤ固ヨリ論ヲ侯サルナリ」とい
う原則を明確に認めているのは，文明開化を奨励している証である。「この原
“リテイカル・エコノミー
則は正しい論理であり，立派な国家経済論である。そして，このような原則に
導びかれながら，良き財政状態がこの国で確立されるものとわれわれは信じて
いる。この予算について，われわれの云えることは，黒字が出ておめでとうの
一言に尽きる」と，『会計表』を賞賛したのち，彼はそれの概説を行い，主要
な歳入源が地租であって，それは歳入総額10,040,940ポンドの約％をしめてい
ること，そして9,499,287ポンドにのぼる歳出総額のなかの最大の費目は陸軍
省のそれで，次いでエ部省，文部省という順になっている点を指摘し73), 経
費の膨張が止むをえない事情によるものであることを認め，現行の財政運営に
全く誤ちのないことを信じている。
彼はまた，先にも触れた通り，『会計表」と『プラックウッド」報告とを対
比し，それらの間に「少しも大きな差異はない」と論評している。もっとも，
この点においては，『会計表」の目的のひとつが『プラックウッド」報告の数字
四）〔38〕pp, 189-218. 
73)彼のボンド表示額は， 1円=4s.2dのレー トで換算でたものと称しているけれども，
その数字の殆んどが間違っている。従って第2表(B)に表示した数字とそれは合致して
いない。
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と「相異ル所以」を説明することにあったのを知れば，オールコックの論評は
やや奇異の感がしなくもない。だが，『会計表J]の云う「相異」とは両者の財政
規模の違いのことであり，オールコックの云う「大きな差異」が剰余金の有無
を指しているものと解すれば，両者の間に少しも矛盾は存しないことになる。
それはさて置き，彼は財政論評の最後で公債について簡単にふれ，次のよう
にのぺている。日本の公債残高は， 2,700万ポンドを超えていないと推計され
ているが，「この国のように，大きな鉱工業資源と3,000万を上回る人口をもつ
国にとって， それは多すぎる額ではない」と。『エコノミスト』と著しく対照
的な結論を下しているオールコックの極めて楽観的な日本財政観'14)が，『ジャ
パン・ウィークリィ・メイル」のそれの同一線上にあることはもはや明白であ
る。かくして，上に紹介した英字紙・誌の間に，『会計表」に対する評価，し
たがってまた日本財政観の違いのあることを見出し得るのである。
では，一体どちらの方が，当時の日本財政の実状とその見通しについて的確
な理解を示していたのであろうか。いま，大隈の予算案と明治11年6月に作成
された明治 6年度決算報告とを比ぺてみると，第 3表の通りである。
（第3表） 明治6年度予算と決算総額 （単位円）
I 予 算 I 決 算
経常歳入 47,006,810. 70, 561, 687. 
臨時歳入 1,730,072. 14,945,557. 
計 48,736,883. 85,507,244. 
経常歳出 42, 038, 588. 50, 639, 552. 
臨時歳出 4,557,030. 12, 039, 048. 
計 46, 595, 618. 62, 678, 600. 
剰 余 2,141,265. 22, 828, 644. 
公債残高 31, 224, 701. 40,640,841. 
出所 〔1釘 190-5ペー ジ，〔24]82-90ペー ジ。
74)彼の楽観論はその後の大隈積極財政の破綻と共に変化し，明治13年には，次のように
日本財政の危機を認識し始めたようである。即ち， 「財政は一般に政府が革命によっ
て権力を奪取したとき乗りあげやすい最初の浅瀬である。そして日本も確かにこの面
でいくつかの困難に逢着している」と。〔39)p. 844. 
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会計技術の面に限って云えば，大隈の予算案も，決算との間に著しい懸隔が
みられるので75), 決してほめられたものではないけれども，『奏議」で推計さ
れた数字と比較すれば，大隈の見積りの方が造かに正確である。 しかしなが
ら，『会計表』に対する賛否の根拠は， そのような会計技術面ではなく，それ
の背後にある財政思想におかれているのである。つまり， 『会計表』に対する
賛成は，大隈の積極的財政主義の支持に他ならない。その後数年にわたる彼の
財政政策の展開が，やがてわが国の財政・経済を破局の淵に追いやり，そのた
め大隈の積極的財政政策から松方の，従ってまた井上の緊縮財政政策76)へと
劇的な再転換が劃されたことはよく知られている。このように時間的尺度を少
し拡げてみれば，井上や『エコノミスト』の日本財政批判が，正鵠を射たもの
でなかったとは云えないであろう 77)。
6. 『エコノミスト』の対日批判
7分利付英貨債の応募に反対の論陣を張った『エコノミスト』がその根拠と
して挙げた第2のものは，それの起債目的が不明瞭であるという点であった。
本来この公債の目的は，禄券という交付公債買上げのための資金調達であった
ことは先にも触れた通りであるが，吉田は，募集交渉にあたって，それの起債
目的が如何に「最当然ノ理」であるか，またそれによって如何に政府は大きな
利益を入手し得るかをエイジェントに説いたのである78)。 しかしながら， 没
75)その主たる原因として， (1)経常歳入では，地租収入の算出基準である石代が，決算に
おいて予算のそれよりも高かったことと，地租徴収事務が整い，過去4年分の滞納額
が一度に納入されたことなどにより，地租だけで 1,936万円の予算超過を示めしたこ
と， (2)臨時歳入では，予算外の 7分利付英貨債の受入れ額が約l,!'!30万円あったこと，
(3)歳出面では，予算外の臨時歳入があったため，臨時支出として鉄道等の新規事業を
拡大したこと，等があげられている。〔24〕邸ペー ジ。
76) 〔3釘 779ペー ジ。
77)勿論これによって大隈財政の歴史的意義がそこなわれる訳ではない。なお，大隈財政
の歴史的意義については，〔羽〕 162ペー ジ参照。
78) 〔2釘 158-9ペー ジ。
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収されても致し方ないと政府自身認めている家禄79)の買上げのために公債，
それも外債を発行することが理にかなったものであるか否かは， 『エコノミス
ト』ならずとも疑念の生じるところである。いわんや，それからの収入金が当
初の目的通りに使用されなかったという事実を知れば，なお更のことである。
起債目的の不明瞭という点については，吉田のアメリカでの募集交渉を徹底
的に妨害した駐米少弁務使森有礼（在職期間，自明治3年11月至同5年11月）も，彼
の外債発行反対論の根拠のひとつにそれを挙げていた。もっとも，彼は家禄を
封建的身分関係の具体化されたものと見ずに，土地所有権の表徴と理解したた
め，それの政府による買上げを誤りとし，そのための資金調達方法としての外
債発行に反対したのである。 これに対し，吉田は， 「諸族の禄を認めて通常の
家産と称する，皆無益有害の空論二可有之」80)と，森の所説を斥け，資金調達
にあたって，内債の方が有利であることはわかりきっているけれども，現状で
は「外国に於て之を募るの外策なし」81)と反論したのである82)。森もまた所
信を曲げず，「外国人に対し口外なき事」という吉田の要請にもかかわらず88)
丁度アメリカに滞在中であった岩倉特命全権大使ともども，外債募集反対の意
思表明を『ニューヨーク・ヘラルド』（明治5年6月5日号）に伝えたり 84), 或
いは反対論を英文にしたため，これを諸所に配布したりしたので，吉田らの外
債募集交渉は，アメリカのみならず，ヨーロッパにおいても極めて不利な影響
を蒙ったのである 85)。
79) 〔2釘 66ペー ジ。
80) 〔蕊〕 92ペー ジ。
81) 〔蕊〕 65ペー ジ。
82)なお，吉田・森の公債発行論争については，〔お〕 63-7, 281-3ペー ジを参看せよ。
83) 〔2釘 67ペー ジ。
84) 〔2釘 75,291ペー ジ。
85)例えば，吉田に同行したウィリアムスは，シンジケートに対する手数料が当時として
高率の 2.5パーセントに決まった理由のひとつに，森の配布した英文の影轡をあげて
いる。〔2釘 366ペー ジ。
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森のかかる背信行為に対する吉田の怒りは云うまでもなく，本国で外債募集
交渉を指令していた井上・渋沢ら大蔵省首脳も，「同人自己の憶見を主張し剰是
を洋文に刊行して稲衆の意見を問ひ，頗る政府を話罵いたし候は，実に代理公
使の職掌をも不顧所業言語に絶し候次第に候。此儀は正院にても御詮議の次第
有之，近々御処分可有之と奉存候」と86)'10カ月後に同じく国家財政の危機
を曝露して政府の対外的信用を著しく損ねた者の言とは思えぬほど，激しい怒
りをしめしたのであった。外債募集に関するこのような政府部内の意見不統一
が『エコノミスト』の論説に反映されたであろうことは，容易に推測できる。
さて，『エコノミスト」による日本公債の応募反対論の第3の根拠は，新生
日本の政情に関する正確な知識を欠いているので，政府の将来について確たる
見通しがつかず，したがって，そう云う不安定な国の政府に金を借すのは危険
だという点にあった。
日本の運命については，当時幾人かの欧米人によって様々な予測がたてられ
ていたが，そのなかで代表的なものは，イギリスの外交官アーネスト・サトウ
Ernest Mason Satowと同じく，幕末から明治への変革期を日本ですごした
ドイツの外交官フォン・プラント Maxvon Brandtとスイスの初代駐日公使
アンベール A.Humbert (在日期間1859-'69)の楽観論であった。前者は，す
でに1862年に，わが国が「東方に於て将来必ず重要なる地位を占むるに至るペ
きや疑ひなし」と日本の将来性に信頼を寄せ87), 後者もまた1879年に， 滞日
中の観察から日本が「太平洋の全東洋海域における工場，製作所，産業，海運
の中心となる運命にある」と予言したのである88)。
他方，悲観論者であるフランス軍人ド・ヴィラレー Etiennede Villaretは
お雇い外人として戸山学校に在職中 (1884-'87)89)の体験をもとにした著書の
86) 〔2釘 126ペー ジ。
87) 〔幻 823ページ。
88) 〔り 149ページ。
89) 〔2釘 569ペー ジ。
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なかで， わが国の運命について次のように臆断している。「日本は必ずや支那
に吸収せられ，其従属国となるに止まるべしと云ふも強ち過云にあらざるべき
を信ず」と90)。
ここでは，いずれの予測が適中したかを尋ねる積りはない。問題は楽観論と
悲観論の両者に共通してみうけられる彼らの対日観の時代的限界である。即
ち，フォン・プラントにしろ，アンベールにしろ，彼らは，日本が将来東洋の
中心的存在になると予想していたけれども，百年後にこの国がイギリスにかわ
って「世界の工場」の地位につこうとは彼らも想像だにしなかったのである。
また， ド・ヴィラレーは，イギリスの衰退を予言しながらも，「日本人は往々，
日本は東洋のイギリスなりと云ふ。其祖国の島国なるより見れば，此言，ー理
なきにあらずと雖，其他の事に就きて之を見れば，全く虚なりと云はざるべか
らず」と述べ91), 日本をイギリスに擬えることさえ拒否している。彼らにと
って日本とは，東洋の中の日本であっても，決して世界の中の日本とはなり得
なかったのである。
これに対して，日本は，当時世界の最強国であったイギリス帝国を近代化の
努力目標とし，そして， ド・ウィラレーの云う通り，日本人の優秀性を誇示す
るために，時の権力者たちが自国をイギリスに擬えていたのは事実である 92)。
しかしながら，当のイギリスは日本をどのように観察していたのであろうか。
欧米列強の中でも，徳川幕府の瓦壊をいち早く察知したように，対日情勢分
析について他の国よりもきわだって勝れていたイギリスは，こと新生日本の将
来性の確定と云う問題に関する限り，きわめて慎重であった。もちろん，イギ
90) 〔2〕908ペー ジ。，1) 〔2〕906ペー ジ。
92) 「開国五十年史論」（『開国五十年史上」所収）で日本民族がアングロ・サクソンと同
質であると述べている大隈重信はこの立場を代表するものである。これに対して，維
新革命の評価が「五十年史」と正反対である『新日本史』の著者竹越与三郎は， 「以
太利は欧州の日本也」（〔3幻 3ページ）として， 日本とイタリーを比肩している。
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リス内部には，早くから日本の近代化に大きな期待を寄せるグループが存在し
ていたけれども，イギリスが正式に日本の将来性を容認したのは，やっと明治
も20数年経みした条約改正調印の頃であった。
近代化の命運の依って立つ財政・経済ならびに政治の分析を専門とする『エ
コノミスト』の対日論調がどのように変化して行ったかを，資料（後掲「明治期
における『エコノミスト」の日本財政に関する記事および論文リスト」参照） に即して
調査するのも残された研究課題のひとつであるが，少くとも明治の初期におい
て，対日慎重論の有力な一派を形成していた同誌は，わが国にとって極めて手
強い存在であった。『エコノミスト」の日本公債応募反対論はその後も続唱さ
れ，例えば， 明治7年2月28日号の同誌は， 「日本における反乱」という見出
しで；江藤新平らによる佐賀の乱の勃発を報じ，これによって日本公債の市場
流通価格が大幅に下落したことを伝えると共に，この事件からイギリスの海外
投資家に次のような警告を行っている98)。
クワイアト・インベスクーズ
大多数の物云わぬ投資家による日本公債への応募を正当化するには，日本に
ついて知ることが余りにも少なすぎた。われわれが前にも警告したように，人
民の政治的性格というものは，彼等と長らく交際した後でなければ，本当のこ
とがわからない。 1年前に，日本人民があたかも並みはずれた革命を続けて経
験していたという事実こそ，われわれの日本不信の理由であった。われわれの
危惧した通り，日本ではいまや政府顛覆の恐れある反乱が起っており，日本公
債は危険な状態にある。万ー反乱が成功した場合，反乱派がそのまま元の政府
の対ヨーロッパ政策を踏襲すると云う保証は何ひとつない。また反乱の目的も
それの成功の目途すらわからない状態である。イギリスの人民が先年外観に惑
わされ熱っぼく応募した公債の発行国である日本とはそのようなところであ
る。外債に応募する時には，用心に用心を重ねることが絶対に必要であるとい
うことを，われわれはイギリスの民衆に学んでもらいたいのである。しかし，
93) 〔44〕p, 260. 
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それを期待するのは容易でない。今回の事件のように，突如として生じた危険
を目のあたりに見て，投資家たちがわれわれの警告にあらためて耳を傾けてく
れさえすれば十分である。それは，結局，外国に金を貸す場合，投資家は予め
債務国の財源や政治上の性格について信頼できる知識を得ていない限り，元金
と利子を失う恐れがあるという事実である。「このようにありふれた用心をお
..ニー
こたると，多数の善良な人々は自分たちの虎の子を失うはめになるであろう」
と。
『エコノミスト」のかかる日本公債不信論は，結局杞憂に終るのであるが，
しかしながら，同誌の対日論調は，公債批判のみに限らず，それと日本の貿易
との係り合いにおいても，問題点のあることを指摘したのである 94)。即ち，同
誌は，明治8年11月20日号で，同年前半期の日本政府による外国貿易報告を姐
上にのせ，これを簡単に分析したのち，この時期の日本の貿易収支の特色を，
多額の正貨輸出を伴うところの大幅入超に求めている。しかも，そのような正
貨輸出が，一部分新通貨制定のため政府がヨーロッパで起債した直後に行われ
ていることからみて， それは極めて重大な問題を提示している。「日本は，疑
いもなく，ヨーロッパでの起債に対する利払いの義務を負っているのであり，
そのため，日本の輸出は，それが商品であろうと正貨であろうといずれの形を
とるにしろ，輸入を超過すべきである。しかしながら，日本が金銀生産国であ
ると云う事実によって， それを説明できない限り，現在の入超は不自然であ
る」と，同誌は，日本の不健全な貿易収支の不均衡に照らして，日本の債務返
済能力に疑惑の目を向けたのである。もっとも，対日投資反対論の主たる根拠
であった日本に関する情報の不足は，最早ここでは背後に退いている。それに
もかかわらず，対日不信感が存続しているのは，「エコノミスト」が依然とし
て日本の政策全体に対する疑念を根本的に払拭し切れないでいるからであろ
う。
94) 〔45)p. 1368. 
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では， rェコノミスト」に疑念を存置せしめている他の理由とは何であろう
か。それは明治政府の急激な近代化政策に対する不信感である。即ち， それ
は，日本のあらゆる部門に及ぶ余りに急激な近代化の実行によって，日本に大
きな政治的・経済的・社会的摩擦の生じる恐れがあるという同誌の認識から来
たものである。明治6年7月の地租改正による地租の金納化は，一時的にし
ろ，一方では貨幣需要の増大とそれに伴う物価の下落という経済的効果を，他
方では農民一揆の勃発という政治的・社会的効果をもったという記事をのせた
明治10年 9月8日の同誌が，金納化の早期実施の必要性に疑問を寄せ，近代化
を受け入れる準備も十分でないのに，外国のやり方をそのまま模倣して諸改革
を強行して来た日本政府を婉曲に批判しているのは911), まさにその例証のひ
とつにすぎない。
以上において，『エコノミスト』による明治初期の日本財政論評を考察して
来たが，そこでは，同誌の対日不信論の表面上の根拠が霧散して失ったにもか
かわらず，同誌の対日批判が依然として健在であったことは，それの根の深さ
を物語るものである。もっとも，この期における同誌の日本関係記事がすべて
わが国にとって厳しかったわけではない。例えば，明治5年8月3日に掲載さ
れた「ヨーロッパと日本における国際通貨問題の状況について」は，そのなか
で，日本の金本位制採用に対する態度と，国際通貨体制への積極的参加の意思
を紹介すると共に，そこから次のように日本人の資質や物の考え方を称賛して
いる。「日本人は，偏見にとらわれないだけでなく，西欧世界の経済学のよき
教えを受け入れる用意ができており，また世界的ならびに国民的な方法で，現
代の進歩と，最終的にはつまらぬライバル意識や敵意を鎮めるところの諸国民
間の友好心と理解の必要の命じる如何なる向上からも利益を得る用意ができて
いることを示めしているのである」と96)。
95) 〔4釘 p.1068. ，6) 〔“〕 p. 961. 
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しかしながら， この記事が外部からの投稿者 (Fredk.Hendriks)によるもの
であるという理由からだけでなく，この期における同誌の対日論調の流れから
みても極めて例外的な存在であったことは明白である。
7. む
? ?
7分利付英貨債の発行をめぐって『エコノミスト』の展開した反対論は，そ
れの当否を別にして，初期の明治財政の問題点を鋭く袂り出すものであった。
この外債の応募は， 日本が好んで行ったものではなかったにしても，『エコノ
ミスト』の批判は日本政府に外債発行の困難さを十分に思い知らせる役割を果
しただけでなく， 「正確な歳計表」の公開の要請という形で， 外から日本の財
政の近代化に大きな影響を与えたのである。
わが国の場合， 「予算の公開」 は国内に先んじヨーロッパで行われたという
特色をもっているが，「予算の公開」の原則の意義からみて， それは真の「予
算の公開」とは云えなかったのである。国内での「予算の公開」は，もちろん
純粋に国内の政治上の事件を切掛けとして始まったものであるけれども，それ
に加えて，『エコノミスト』によって代表される 「予算の公開」の要請という
外的事情が全く存在していなければ，果してこれほど早く実現していたかどう
かわからない。また，如何なる事情があるにせよ，借金を弁済するに借金をも
ってしたり，黒字を計上しながら借金をするという不合理な財政政策に対する
『エコノミスト』の辛辣な批判は，松方財政の名で知られる合理的な財政政策
への転換を促すのに影の役割りを果したのである。
勿論，日本の財政政策を積極的に支持する論調も外国の紙・誌に見うけられ
たが，しかしその多くは感情論の域を出なかったのである。このような賛成論
と， 『エコノミスト」にみられる一貫した日本財政批判との違いを，日本の近
代化の進め方についての両者の認識の差異に求めることができる。しかもそれ
ぞれの見解は，同時に日本国内の近代化政策論者の思想と相互に投影し合った
のである。そして，それを端的に示めしたのが，明治 6年度予算の作成をめぐ
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る大隈と井上の厳しい対立であり，『ジャパン・ウィークリィ・メイル』と『エ
コノミスト』の同予算案に対する評価の懸隔であった。
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A tentative list of the articles on Japanese public 
finances in the Economist in the Meiji era. 
The first period (1868--1876) 
On the position of the international coinage question in Europe and Japan. 
(Aug. 3, 1872. p. 960-961.) 
Loans to Japan. (Jan. 18, 1873. p, 60-61.) 
The coinage of the Japanese mint. (Apr. 26, 1873. p. 494.) 
A Japanese budget. (Aug. 30, 1873. p. 1050.) 
Japanese gold coin. (Jan. 17, 1874. p. 67.) 
Insurrection in Japan. (Feb. 28, 1874. p. 260.) 
The second period (1877-1886) 
Fiscal policy in Japan. (Sept. 8, 1877. p. 1064.) 
Memorandum on the Japanese National Banking Act of August, 1876, and 
on the present state of the Japanese currency. (Supplement, Oct. 13, 1877. 
p. 15-17.) 
*written by Alexander Allan Shand. 
A new loan for Japan. (July 13, 1878. p. 828-829.) 
The silver currency of Japan. (Sept. 7, 1878. p. 1058-1059.) 
Japanese silver currency. (Oct. 12, 1878. p. 1200.) 
The Japanese silver coinage. (Mar. 29, 1879. p. 360.) 
Japanese finance. (Sept. 13, 1879. p, 1057.) 
Japanese paper currency. (June 5, 1880. p. 653.) 
Japanese currency. (July 3, 1880. p, 771.) 
Japanese taxation. (Sept, 4, 1880. p. 1031-1032.) 
Japanese revenue and debt. (Nov. 6, 1880. p. 1298.) 
Japanese debt. (Dec. 3, 1881. p. 1497.) 
Japanese banking. (July 1, 1882. p. 805.) 
Japanese finance. (Oct. 7, 1882. p, 1240.) 
Finances of Japan. (Sept. 8, 1883. p, 1052.) 
The third period (1887-1896) 
Japanese finance. (Apr. 2, 1887. p. 429-430.) 
Japanese finance. (Apr. 23, 1887. p, 524-525.) 
The coinage of gold and silver in Japan. (Sept. 10, 1887. p. 1152.) 
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The trade and finances of Japan. (Apr. 14, 1888. p, 471.) 
Japanese trade and finance. (July 23, 1893. p. 1076-1077.) 
The financial position of Japan. (Feb. 9, 1895. p. 182-183.) 
The finances of Japan. (Aug. 10, 1895. p. 1047.) 
The political and financial position in Japan. (Nov. 16, 1895. p, 1494-1495.) 
Japanese trade and finance. (Feb. 8, 1896. p. 163-164.) 
What Japan purposes doing with the war indemnity. (Mar. 7, 1896. p. 294-
295.) 
Japanese trade and finance. (May 30, 1896. p, 725.) 
Japanese trade and finance. (Aug. 2, 1896. p, 1089-1090.) 
Japanese politics and finance. (Oct. 31, 1896. p, 1420-1421.) 
The fourth period (1897-1912) 
Japanese politics and finance. (Mar. 20, 1897. p, 412-413.) 
The gold standard in Japan. (Apr. 24, 1897. p, 603-604.) 
The finances of Japan. (Jan. 1, 1898. p, 4-5.) 
The political and financial situation in Japan. (Jan. 8, 1898. p. 39-41.) 
New Japanese loans. (Sept. 10, 1898. p, 1321.) 
Japan. (July 22, 1899. p. 1042-1043.) 
The taxation of foreigners in Japan. (May 10, 1902. p. 731.) 
Japanese trade and finance. (May 17, 1902. p. 779.) 
Japanese drawn bonds. (June 21, 1902. p. 973.) 
Japanese trade and finances. (July 4, 1903. p, 1171-1172.) 
Japanese trade and finances. (Sept. 12, 1903. p, 1572.) 
Japanese trade and finances. (Oct. 17, 1903. p. 1758.) 
Financial position of Japan. (May 7, 1904. p, 776.) 
Some Japanese loan incidents. (May 14, 1904. p, 823.) 
Russian bonds v. Japanese. (Sept. 17, 1904. p, 1509.) 
The new Japanese loan. (Nov. 12, 1904. p, 1815.) 
The Japanese budget. (Dec. 10, 1904. p. 1989.) 
The position of Japanese six per cents. (Jan. 28, 1905. p, 132-133.) 
The new Japanese loan. (Mar. 25, 1905. p. 482-483.) 
Russia and the Japanese loan. (Apr. 1, 1905. p. 519-520.) 
Japanese six per cents. (June 17, 1905. p, 994.) 
Japan's expenditure on the war. (July 8, 1905. p, 1113.) 
Popular Japanese bonds. (July 29, 1905. p, 1233.) 
Japanese national debt. (Sept. 30, 1905. p, 1540-1542.) 
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Japan's loan indebtedness. (Oct. 7, 1905. p. 1590-1591.) 
The new Japanese loan. (Nov. 4, 1905. p. 1755.) 
The new Japanese loan. (Nov. 25, 1905. p. 1882.) 
Japan's financial policy. (Dec. 23, 1905. p. 2072.) 
Japan and her war indebtedness. (Jan. 27, 1906. p. 120-121.) 
Japan's sterling loans. (May 19, 1906. p. 841.) 
Finances of Japan. (July 7, 1906. p. 1126.) 
Japan's increased tarif. (Sept. 15, 1906. p. 1508.) 
Japan's war finance. (Sept. 29, 1906. P. 1573-1574.) 
Financial outlook in Japan. (Feb. 23, 1907. p. 325-327.) 
Berlin and the Japanese conversion scheme. (Mar. 9, 1907. p. 415.) 
* a part of the correspondence from German. But the same kind of articles 
will be omitted. 
Financial and commercial condition of Japan. (May 27, 1907. p. 872-873.) 
The finances of Japan. (July 13, 1907. p. 1177-1178.) 
Japan as a borrower. (July 20, 1907. p. 1212-1213.) 
Taxation in Japan. (Nov. 23, 1907. p. 2035.) 
Financial situation in Japan. (Dec. 21, 1907. p. 2252.) 
Japan-dear money and depreciation of securities. (Dec. 28, 1907. p. 2306.) 
Is Japan in difficulties? (Jan. 1, 1908. p, 68.) 
Japan's finances-expenditure and retrenchment. (Jan. 1, 1908. p. 77-78.) 
Japanese finance and credit. (Jan. 25, 1908. p. 152-153.) 
Japan's financial difficulties. (Feb. 22, 1908. p. 381-382.) 
The anxious situation in Japan. (Mar. 28, 1908. p. 673-674.) 
The financial position in Japan. (Apr. 4, 1908. p. 714.) 
Russian bonds and Japanese. (Apr. 4, 1908. p. 726.) 
Trade and finance in Japan. (May 2, 1908. p, 941-942.) 
Japanese budget. (May 16, 1908. p. 1026.) 
Japanese finance. (Aug. 1, 1908. p. 207-208.) 
Japan's examle to Europe. (Sept. 5, 1908. p. 434-435.) 
Finances of Japan. (Oct. 31, 1908. p. 814.) 
Finances of Japan. (Dec. 26, 1908. p. 1222.) 
Government bonds in Japan. (Jan. 9, 1909. p. 71.) 
The Japanese budget. (Jan. 23, 1909. p. 164.) 
Japanese trade policy and the three bad taxes. (Mar. 20, 1909. p. 621-622.) 
The revenue system of the Japanese cities. (May 22, 1909. p. 1090.) 
Japanese finance. (July 10, 1909. p, 62-63.) 
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Japan's debt, tariff and finance scandals. (Sept. 1, 1909. p, 508-509.) 
Tariffism and taxation in Japan. (Jan. 2, 1910. p, 173-174.) 
Japanese sinking fund. (Mar. 26, 1910. p, 671.) 
Government monopolies in Japan. (July 9, 1910. p, 74.) 
Argentine and Japanese bonds-the policy of redemption. (July 16, 1910. p, 
108-109.) 
Japan's fiscal and financial policy. (July 30, 1910. p. 212-213.) 
Japan's credit and policy. (Aug. 20, 1910. p, 384.) 
Turkish and Japanese budget. (Nov. 19, 1910. p, 1030.) 
Japanese budget. (July 8, 1911. p, 74.) 
Japanese national debt. (Apr. 29, 1911. p, 885.) 
Japan-the new tariff and Anglo-Japanese relations-the workman's protec-
tion law-municipal loans. (May 13, 1911. p. 1017-1018.) 
The new finance minister of Japan. (Oct. 14, 1911. p, 774.) 
Japanese taxes-a correction. (Oct. 28, 1911. p, 879-880.) 
The financial policy and credit in Japan. (Dec. 2, 1911. p. 1140.) 
Japanese bonds. (Dec. 23, 1911. p. 1325.) 
Japanese bonds. (Feb. 10, 1912. p. 291.) 
Japanese gold reserve in London. (Mar. 9, 1912. p, 513.) 
Japan—the national accounts-Japanese as colonists—rising prices. (June 29, 
1912. p. 1464-1465.) 
Economic condition of Japan. (Aug. 17, 1912. p. 323-324). 
Prince Katsura's finance. (Dec. 28, 1912. p. 1328.) 
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